










筆 者 は2001年4月 よ り2002年3月 まで ドイ ツの ボ ー フム にあ る ル ー ル大 学(Ruhr-Universitat
Bochum)で 在外 研 究 をす る機 会 に恵 まれ た。 当研 究 ノー トはそ の 間 に見 聞 した ドイ ツの 会 計 事
情 を一つ の柱 と してい る。 ルー ル大 学 にお い て は国 際会 計 論 を担 当す るペ レ ンス教 授(Bernhard
Pellens)に お世 話 にな った。 また,彼 の 門弟 の助 手 諸 君 に は様 々 な 質 問 に対 して丁 寧 に対 応 して
も らった。特 に フユー ル ビアー氏(RolfUweFulbier)と ゼ ル ホル ン氏(ThorstenSellhorn)に は貴 重
な時 間を さいて も らい協 力願 った。 当研 究 ノー トは多 分 にそ の成果 を盛 り込 ん でい るが,理 解 の
誤 りにつ い て は全 て筆者 に属 す る もの で あ る。 ペ レ ンス教授 は ドイツ会計 基準 委 員会 の メ ンバ ー
の 一 員 で もあ り,ド イ ツ にお け る国 際 会 計 基 準(InternationalAccountingStandads,以 下IASと 記
す(1))導 入 に は肯 定 的見 解 の 持 ち主 で あ った。 従 っ て こ こで記 述 す る用語 法 や 諸 事 情 の理 解 につ
い て は もち ろん あ る一 面,特 にIAS導 入推 進 の 立場 か ら見 た ドイ ツ 会計 学 の諸 相 で あ る こ とは
申 し添 えてお かね ば な らな いだ ろ う。 だ が周知 の とお り,欧 州 連 合(Eur・paUnion,以 下EUと 記
す)に 属 す る ドイ ツ は,2005年 か ら連 結 財 務 諸 表 はIASで 作 成す る こ とが 要 請 され て い る。 こ
の変 革の 時代 に,当 該 分 野 に精 力 的 に取 り組 も うとす る集 団が どの よ うに ドイ ツの会 計 を捉 えて
い るのか は興 味深 い こ とで あ る。 当研 究 ノ ー トで はむ ろん彼 らの見解 だ けで な く,比 較 的最 近 の
ドイ ツにお け る会 計報 告 事情 につ いて も触 れて い く予定 で あ る。
2.会 計 用 語 に つ い て(2)
まず会 計 あ る い は会 計 学 とい う用 語 で あ るが,こ れ はRechnungswesenとRechnungslegung
が特 に その 違 い が無 い よ うに書 か れ て い る もの もあ るが,ペ レ ンス 門 下 で は 区 別 して 考 え て い
た。 つ ま り一 般 的 あ るい は 広 義 の会 計学 はRechnungswesenで あ り,原 価 計 算 の よ う な 内部 的
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internな 会計 と連 結 財務 諸 表 の よ うな外 部 的externな 財 務報 告 に 関 わ る会 計 とに 区分 され る。
そ して後 者 の 会計 こそ がRechnungslegungだ と して い る。 つ ま り全 体 と して一般 的 な 「会計 」
Rechnungswesenは,内 部管 理 会 計 と 「外 部報 告 会計 」Rechnungslegungと に 区分 され る とい う
構 造 に なっ て い る わ けで あ る。 よっ てRechnungswesenは 「会計J(accounting)あ る い は 「会 計
学 」,Rechnungslegungは 「財 務 会計 」,「財 務報 告」(financialreporting),あ るい は 「外 部 報 告 会
計」 等 に訳 し分 け る こ とが 可 能 で あ る。 近 年 の会 計 に 関す る著 書 題 目に はRechnungslegungが
多 く使 わ れ てい る。 これ らの構 造 を簡 単 な図 で示 す と以下 の よ うで あ る。
Rechnungswesen(accounting)
,_一/　 　 一 一 一__
Rechnungslegung(financialreporting)管 理 会計 ・内部 報告 会計
次 に 「正規 の簿記 の諸原 則」(Griindsatzeordnungsm註 偲igerBuchfuhrung,以 下GoBと 記す)に つ
い て見 て み た い。GoBに つ い て は ドイ ツの み な らず 日本 にお い て も多 くの議 論 が あ る が ,ペ レ
ンス教 授 は複 雑 には捉 えて い ない よ うで あ っ た。彼 に よれ ばGoBと は一言 で い えば不 確 定 法概
念 で あ り,こ れ が確 定 した ものが ドイ ツ商法(Handelsgesetzbuch,以 下HGBと 記す)と 会 計 に関 す
る税務 判例 で あ る。逆 に言 え ば主 にHGBに 体 現 され る こ とが予 定 され な い よ うな 会計 概 念 は
GoBに 相 当 しない こ とに なる。 この よ うな構 造 を簡 潔 に示 す と以 下の図 の よ うに なる。
ペ レンス教授 は上記 の よ うな構 造 を 「小 さな家」kleinesHausと 称 し,米 国で 一般 に認 め られ
た 会 計 原 則(US-GAAp)の 構 造 図(Sauter[1gg1]pp.30-37,Kiesa&Weygandt[1gg5]p .18.)を
「大 きな家」gro(3esHausと 称 し対比 して い る。 彼 はGoBを ドイツのGAAPと して説 明す る こと
まで は しないが3),米 国の会 計理 論 と対 比 しなが ら ドイツ の会 計理 論 を説 明 し よ う とい う意 図 が
あ った こ とは明 らかで あ る。
次 に取 りあ げ る用 語 はJahresabschlut3で あ る。 こ の用 語 は 日本 で は 「決算 書 」 あ る い は 「年
度 決算 書」 と訳 され るこ とが多 い が4〕,ペ レ ンス 門下 で は 「財務 諸 表」(financialstatements)の 意
味 で使 って い る との こ とで あ った。 た だ し注 意 を要 す るの は,HGBに 基 づ く単独 財 務 諸 表 を指
す言 葉 と して用 い てい る こ とで あ る。.つ ま りLへSあ る い はUS--GAAPに 基 づ く連結 財 務 諸 表 に
対 比 す る意 味 が付 され てい る こ とにな る。 また,財 務 諸表 を作 成す る(prepareforfinancialstate-
ments)と い う意 味 で はErstellungが 用 い ら れ て い る。 ペ レ ン ス 教 授 は ,HandelsbilanzI-
Erstellung・HandelsbilanzII-Erstellungと い う 言 葉 を 使 う(Pellens[1ggg]S .3.)が,前 者 は
HGBに よ って作 成 され た財務 諸 表 を意 味 し,後 者 は これ をIASあ るい はUS-GAA .Pに よ り修 正
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して作 成 した財 務 諸表 を意 味す る こ とに な る。
さ らに幾 つ か の用語 を見 て い きた い。 現在 ドイ ツ にお け る会 計 に 関す る論 文 に はPublizitatと
い う用 語 が 頻 出 す る(例 えばPellens&Fiilbier[1994]S.1381-1388.)。 こ の 用 語 は 「公 開」(discl()-
sure)の 意 味 で使 わ れ て い る。 実 は ドイ ッ語 には 「あ らわ にす る ・暴 露 す る」(disclose)に 該 当
す るoffenlegenと い う言 葉 が あ る。 名詞 だ とOffenlegungと な るが,「 公 開」(discl・sure)の 訳 語
と して はPublizitatの 方 が定 着 して い る との こ とで あ った。
さ らに会計 用 語 にお い て重 要 な位 置 づ け に あ る 「認 識」(recognition)・ 「1貝掟 」(measurement)
で あ るが,前 者 にはAnsatzが,後 者 に はBewertungが あて られ てい る。Ansatzは,費 用 の計 上
時 点 を示す 旧 来の 意味 で な く財 務 諸表 へ の 計 上 とい う意 味 で使 われ て い る。 な お,「 測 定」 につ
い て はErmittlungも 使 わ れ る こ と が あ る。 た だ し こ の 言 葉 はBewertungと 共 に 「評 価 」
Schazung(estimation)や 「計算 」Berechnung(calculation)を も含 んだ用 語 とな る。 後 述 す る よ う
に,ド イ ツ会 計用 語 に は上位 ・下位概 念 が 明確 であ る場 合 が多 い。 「認 識」 ・「測 定」 と並 び会計
の 重 要 な 用 語 に 「発 生 主 義 」(accrualbasis)が あ る。 「発 生 主 義 」 に はPeriodengerechteEr-
folgsermittlungが あ て られ て い る(IASC[2000]S,35.)が,あ る程 度 字 義 的 な訳 な らば 「適 正 な
期 間損益 計 算」 とな ろ う。 だが この よ うな意味 で は使 わ れず,完 全 に意訳 され 「発生 主 義」 にあ
た る用 語 として用 い られ て いる。 また 「公正 価 値 」(fairvalue)に つ い て はbeizuulegenderZeit-
wertが あ て られて い る(IASC[2000]S.323.)。 この用語 に して も字 義 的 な訳 な らば 「付与 され る
べ き時 間価 値」 なの だ ろ うが,い わ ゆ る 「公 正価 値」 にあ た る言葉 と して使 われ てい る。
さ らに,現 代 の ドイツ会計 にお ける重 要 な用語 の 一つ にBefreiungと い う言 葉 が あ る。 この語
は通 常 「解 放 ・免 除」 とい う意味 で あ る。 ただ し ドイツ会計 にお いて は二 つ の重 要 な意 味 を有 し
て使 われ る。 まず,「 中間 親会 社 の 連 結 財 務 諸 表 作 成 の 免 除 」 で あ り,こ れ はHGB第291条 の
規 定 に よ る。 さ らに,「HGBに よる連 結 財務 諸 表 作 成 の 免 除」 とい う意 味 で使 わ れ る こ と もあ
り,こ ち らはHGB第292a条 の規 定 に よ る。 そ の他 に も,総 資 本 ・売 上 ・雇 用 者 な ど に よ る規
模 に基 づ く連結 免 除 を規 定 す る ものがHGB第296条 にあ る。
こ こで先述 した,会 計 用 語 に お け る上位 ・下位 概 念 を示 す例 と して負 債 に つ い て取 りあ げた
い。 「負 債 」Schuldは まず 「債 務」Verbindlichkeitと 「引 当 金」Ruckstellungに 二 分 され る こ と
に なる。前 者 は確 定 的(certain)な 部 分,後 者 は不 確 定(uncertain)な 部 分 とい う位 置 づ け が与 え
られ る。従 ってVerbindlichkeitと い う言 葉 は,会 計 学 上 はSchuldの 下位 概 念Unterbegriffで あ
り,逆 に言 えばSchuldはVerbindlichkeitの 上 位概 念Oberbegriffで あ る とい う こ とが で き る。
日本語 をあて て整理 す る な らば,ド イツの場 合負 債 は確 定 債務 と不 確 定債 務 た る引 当金 に二分 さ
れ る とい うこ とにな るだ ろ う。 さ らに引 当金 は,外 部 的(extemal)あ るい は第三 者 に対 す る 「負
債 性 引 当 金 」Verbindlichkeitsriickstellungと,内 部 的(intemal)な 「費 用 性 引 当 金」Auf-
wandsruckstellungと に分 類 さ れ る こ と に な る。 負 債 性 引 当 金 の 中 に は法 的 義 務 の な いohne
rechtigeVerpflichtung「 サ0ビ ス引 当金」Kulanzruckstellungな ども含 まれ る こ とにな る。 上記
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用語 の 最後 にGesellschafterを と りあ げ る。 この用 語 は 経 済専 門 用 語 と して は 「(出資)社 員 」
と訳 され る用 語 で あ る 佃 沢[1999],378頁)。 社 員 とい う訳 語 は従業 員 と混 同す る 可能性 もあ る
の で ここで は 「出資 者」 と意 訳 して お く。 さて ,こ の会 社 に対 す る 「出 資 者」Gesellschafterで
あ る が,会 社 の タイ プ に よっ て さ らに 細 分化 され る こ と もあ る。 例 え ば 「株 式 会 社 」Aktienge-
sellschaftに 対 す る 出 資 者 は む ろ ん 「株 主」Aktionarで あ る が,「 有 限 会 社 」Gesellschaftmit
beschrankterHartungに 対 す る 出 資 者 はGmbH-Gesellschafterと い う。 さ ら に ,「 合 資 会 社 」
Kommanditgesellschaftに 対 す る出 資 者 は有 限責 任(1imited)な らばKommanditistと い い ,無 限
責 任(unlimited)な ら ばKomplementarと い っ て 区 別 す る。 興 味 深 い の は 「合 名 会 社 」offene
Handelsgesellschaftの 出資 者 は 単純 にGesellschafterと い うこ とで あ る。従 っ て,Gesellschafter
とい う語 は 人的 お よび資本 会社 の 出資 者 とい う意味 と,合 名会社 に対す る無 限 責任 をお った 出資
者 とい う二つ の 意味 が あ る こ とにな る。
用 語 で は ない が最後 に ドイツの学 会 につ いて取 りあ げた い。 ドイ ツに は 日本 会計研 究 学 会 の よ
うな会 計 に関 す る 中心 的 な学 会 はな く,各 自の専攻 分 野 や必 要 に応 じて所 属 学 会 を決定 して い る
よ うで あ るX5/0そ の中 で も二つ の比 較 的大 きな組 織 が あ り,… 方 は 「シュ マ ー レ ンバ ッハ 経 営協
会jSchmalenbach-GesellschaftfiirBetriebswirtschaftで あ り,も う一 方 は 「ドイツ経営 経 済 学
会 」VerbandderHochschullehrerfurBetriebswirtschaftで あ る(6)。前 者 の中 で特 に会 計 関係 の 部
会 と して は 「外 部 企業 会計 部 会」ArbeitskreisExterneUnternehmensrechnungが あ り,後 者 に
は 「会計 委員 会 」KommissionRechnungswesenが あ る。
3。 ドイツの会 計報告 につい て
周知 のように,ド イツではフラ ンクフル トを一大金融セ ンター にす るため に資本市場改革 を
1990年 代 に行 っていた。1990年 に第一一次改革が始 ま り1994年 の第二次改革 を経て,1998年 に
はいわゆる独 ビックバ ン法 と言われ る第三次改革が行 われた。そこでは百項 目を越 える規制が緩
和 されたが,特 に上場 基準 の緩和お よび個 人の株 式譲渡益 に対 し原則非 課税 に した ことが柱 で
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あ った。 この 間 ドイツ で は,1996年 に ドイ ツテ レ コムが株 式 公 開 し,国 民 株 と呼 ば れ る ほ ど広
範 に所 有 され た。 さ らに1997年 に は米 国 の ナス ダ ッ クに対 抗 して,新 興 企 業 向 け市場 と して ノ
イ アマ ル ク トが創 設 され た。 これ らの様 々 な施策 に よ り・,個 人金 融 資産 に 占め る株 式 ・投 資信 託
の割合 は1991年 の14.6%か ら1999年 には27.3%に まで 上昇 した(日 本経済新聞,2001・4・14・)。
ドイ ッにお け る主 要 な株 式 指 標 で あ るDAXも2000年 に は8,064.97と い う過去 最 高 値 をつ け,
ノイ アマ ル ク トの指標 の一つ で あ るNEMAXも8,559.32と い う最 高値 をつ けた(WallStreetJour-
nal(DeutscheAusgabe),2001.9.22.)。 特 にNEMAXの 値 は発 足 時 の20倍 以 上 に あた る もの で あ っ
た。
会 計 報 告 をめ ぐる環境 にお い て もこの 間 は大 きな変化 が あ っ た。 まず,1998年3月 の ドイ ツ
会 計基 準委 員会(DeutscheRechnungslegungsStandardsCommittee,以 下DRSCと 記す)の 設 立 が あ げ
られ る。設 立 に先 立 ち まず 企業 統 制透 明化 法(GesetzzurKontrolleandTransparenzimUnternehmens-
bereich,KonTraG)が 制 定 され,こ れ に よ りHGB第342条 の 中 に プ ラ イベ ー トな 会 計 基 準 設 定 に
関 わ る委 員会 の た めの法 的前提 がつ くられ た。委 員会 の中心 課題 は,① 連結 会 計原 則 の適 用 を勧
告 す る,② 立 法 の企 図の 際 に連 邦法 務 大 臣 よ りの諮 問(Beratung)を 受 け る,③ 国際 的 組 織 に お
い て ドイ ツ連 邦 共和 国 を代表 す る こ と等 で あ る。DRSCは ドイツ初 の プ ライベ ー トな会 計 基 準 設
定 主 体 と な った の で あ る。 しか しなが ら ドイ ツ 国 内 で はDRSCお よ び ドイ ツ基 準 設 定 委 員 会
(DeutscherStandardisierungsrat,以 下DSRと 記す)に 対 す る批 判 もまた 存 在 す る。特 に法 学 者 サ イ
ド,例 え ばHommelhofやBudde,さ らにはSchwabな どか らは,DSRの 活 動 は憲 法 か ら見 て 非
常 に憂 慮す べ き もの であ る とい った批 判 が 寄せ られ た(Schwab[1999]参 照)(・)。彼 らの批 判 の 根
拠 の 一 つ に,も し プ ラ イベ ー トな機 関 が,連 邦 法 務 大 臣 に よ っ て 会 計 報 告 専 門審 議 会(Gre-
mium>と して認 め られ な い場 合 に は,連 邦 法務 大 臣直 属 の会 計 報 告 諮 問委 員 会(Beirat)がHGB
第342a条 に よ り予 定 され て い る とい う事 情 が あ る。 しか しなが ら会 計 学 者 サ イ ドは,IASBへ
の 関与 の 問題 を含 め お お むね好 意 的 な ものが 多 く,例 え ばDRSCは 会 計 政 策 的 な 自 由裁 量 余 地
に対 す る戦 士 とい う立 場 で あ る とい う よ う な見解 が 好 まれ る と言 わ れ て い る(Kudng[1999]参
照)。DRSC設 立 と並 んで もう一・つ の大 き な変化 は,ド イ ツの上 場 会社 は 連結 財 務 諸 表 をHGB
だけで な く,IASで もUS-GAAPで も作 成 で きる選択 権 を有 した こ とで あ る。 これ は資 金 調達 容
易化 法(Kapitalaufnahmeerleichterungsgesetz,KapAEG)を 根拠 法 に して,HGB第292a条 にお いて 定
め られた もの で ある。 そ こで は2004年 末 まで とい う時 限立 法 なが ら,上 場 親 会社 の連 結 財 務 諸
表作 成 につ い て はIASあ るい はUS-GAAPも 適 用可 能 で あ る とされ た ので あ る。 さ らにIASの 適
用 につ い て は,欧 州 委 員会 が2005年 か らEU内 の 上場 会 社 は 連結 財 務 諸 表 をIASで 作 成せ よ と
い う声 明 を出 し,ド イ ツ国 内で もそ の適用 に追 い風 が吹 い てい る状 態で あ る とい え よ う。
この ような状 況 に ど う対応 すべ きか に対 し,ペ レンス教授 お よびそ の門 下 の者 達 は,ド イ ッ国
内 に本社 を置 く上場 親会 社 はLへSに よ り連 結財 務 諸 表 を作 成 し,非 上 場 会 社 はHGBに よ り一単独
財務 諸 表 を作 成 す る とい う対 応 しか ないの で は ないか と考 え てい る よ うだ った。 これ は後 述 す る
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市場 を二 分化 して い くとい う ドイ ツ取 引所 の戦略 とも部 分 的 に合 致 す る もの であ った。 しか しな
が ら,も ち ろ ん ドイ ツ国 内 に は様 々な考 え を有 す る論 者 が存 在 す る。 例 えば,HGBは 現 代 社 会
にお いて もはや その 役割 を十分 に果 たせ ない の だか ら舞 台か ら退 か ざる をえ ない と主張 す る論 者
もい る(Andrel3en[2001]参 照)。 また,グ ローバ ルス タ ン ダー ドがUS-GAAPに 収敏 され てい く
の に強 い危 惧 を抱 き,IASに 基づ きなが らもEU独 自の会計 を主張 す る論 者 もいる181。
そ れ で は,欧 州 の企 業 家 ・投 資家 は一 体 どの よ うな会計 基準 を望 んで い るの であ ろ うか。 プラ
イス ウ ォー ターハ ウス ・クーパ ー ズの調 査(PwC[2000])あ るい はマ ッキ ンゼ ーの 調査(日 本経済
新聞,2002.7.18.)に よれ ば,西 欧 の上 場 会社 の財 務 担 当取 締役 の79%がIAS導 入 を支 持 し,ま
た機 関投 資 家 の78%が 統 一 会計 基 準 と して はIASを 支持 して い る。 どち らの 調 査 に よ って も,
西 欧 の 企 業家 ・投 資 家 と も企 業 会 計 の統 一 を求 め,そ の 会 計 基 準 と してIASを 支 持 す る とい う
結 果 に なっ て い る。 さ らに,欧 州 企 業 の 中 で も特 に ドイ ツ語 圏 に属 す る企 業 はIASの 適 用 に積
極 的 な傾 向が あ る。例 え ば2003年1月 現 在 のIAS適 用 会社 につ い て は,フ ラ ンスが2社,イ タ
リア が1社 な の に 対 して ドイ ツ は6&社,ス イ ス は54社,オ ー ス ト リア は12社 と な っ て い
る(91。こ こで は以下 の表1に おい て,IASCがIASを 適 用 してい る とみ て い る ドイ ツ企 業66社 を
一 覧 に して い る
。 さ らに,ド イ ツ国内 で上 場 してい る企 業が どの会計 基 準 を採用 して い るか を,
まず2002年11月 末現 在 のDAX30対 象 企業 につ いて 表2に ま とめ,次 い で 中小 企 業 か ら構 成 さ
れ るSMAX分 類72社 の対 応 につ いて も調査 しこれ を表3に ま とめた 。









































































会社名 使用会計基準 NYSE上 場 他国上場証券取引所
ア デ ィダ ス IAS X
...
ア リ ア ン ツ IAS 0 LON,SWI,PAR
アルタナ IAS X X
BASF US-GAAP 0 LON,SWI,PAR
バイエル IAS O LON,SWI,PAR,TOK,MS,
ANR,BRU,LUX,MDR,ITA
ヒポ ・フ ェ ラ イ ンス 銀 行 IAS X SWI,PAR,WiN
BMW IAS X LON,SWI,WIN
コメルツ銀行 IAS X LON,SWI,TOK
ダ イ ム ラ ー ・ク ラ イ ス ラー US-GAAP 0 BER,BRM,DUS,HNN,LON,
SWI,PAR,TOK,MUN,STU
ドイツ銀行 U5-GAAP 0 LON,SWI,PAR,TOK,AMS,
BRU,LUX,WIN
ル フ トハ ンザ IAS X X
ドイ ツ ポ ス ト IAS X X
ドイ ツ テ レ コ ム US-GAAP O TOK
E.ON US-GAAP O SWI
エ プ コス US-GAAP O X
フ レゼ ニ ウ ス ・メデ ィ カル ケ ア US-GAAP 0 SWI
ヘ ンケ ル IAS X LON
イ ンフィニ オ ン ・テ ク ノロジーズ US-GAAP 0 X
リ ンデ HGB X SWI
マ ン IAS X SWI
メ トロ IAS X WINGenf
MLP HGB X X
ミュ ンヘ ン再 保 険 IAS X AMS
RWE IAS 0 SWI
.. US-GAAP 0 SWI
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シ ェ リ ン グ IAS 0 LON,SWI
1ジ ー メ ンス
US-GAAP 0 X
テ ィ ッ セ ン ・ ク ル ッ プ US-GAAP X LON,SWI
TUI IAS X X




















































































DAX30対 象企業についての調査結果は,IAS使 用 は17社,US-GAAP使 用 は11社,HGB使
用は2社 であった。SMAX分 類72社 の対応 についての結果は,LへS使 用 は24社,US-GAAP使
用 は5社,HGB使 用 は43社 であった。SMAX分 類会社 はHGB指 向が未 だ強いが,DAX30対
象会社はIASお よびUS-GAAP指 向が強い と指摘 す ることが可能であろ う。さ らにDAX30対
象企業 につ いて は,US-GAAPを 使用 してい る企業11社 の うちNYSEに 上場 してい るの は10
社 もあるため,両 者 の関係 は深 い とい え よう。NYSEに 上場 してい ない に もか かわ らずUS-
GAAPを 使用 しているティッセ ン ・クルップについて も,NYSE上 場のため活動 中だ とい うこと
146商 経 論 叢 第39巻 第1号(2003.6)
であ る。 ただ し,DAX30対 象企業の 中に,NYSEに 上場 しなが らIASを 使用 してい る会社が5
社あ るのは注 目に値す る。 この5社 はNYSE上 場 にあた って,US-GAAPと の調整表 を添付 し
なければな らない。つ ま りコス トをかけて もIASを 適用 し続 けてい るとい うことにな る。DSR
で もUS-GAAPを 採用す る会社のために,2005年 までのIAS全 面適用 を猶予す るように欧州委
員会に勧告 している。 しか しなが らこの ような状況は,現 在 まで米国がUS-GAAP以 外 の会計
基準の使用 を認めていないことに起 因 している。米国が 自国での上場 において,使 用会計基準 に
IASを 認めれば状況 は大 きく変わることになるだろう。
4.お わ りに
さて,1994年 代 の活 況 に対 し,21世 紀 に 入 る と ドイ ツの 証 券市 場 は急 速 な株 価 下 落 に見 舞 わ
れ る こ と に な る。 こ の 間 の 事 情 は,「 大 衆 パ ニ ッ ク な き相 場 の 崩 れ(KursrutschohneMassen-
panik)」(WallStreetJournal(DeutscheAusgabe),2001.9.22.)と 表現 され た。DAXは 最高値 よ り6割
以 上 下 落 し,2002年 度 は お お む ね3,000台 で あ っ た。NEMAXは300台 まで 下 落 し,市 場 崩 壊
















また国民株 ともてはや された ドイツテ レコム株 は,逆 にDAX下 落の象徴 とな り,社 長交代に
は政府 までが介入する結果 となった。株価の急速な下落 とそれによる市場 の機能不全によ り,期
待 されたノイアマ ルク トは廃止に追い込 まれた。 またシュ レー ダー政権において実現 した,株 式
売却益の原則非課税 も税収不足に より再び復活することが予定 されている。 この苦 しい状況下,
ドイツ取引所の政策 にも大 きな変化があった。2002年 にノイアマル ク トを廃止 した後,2003年
1月1日 か らよ りドラステ ィックな証券市場 の改革 を行 った。IASを 適用 したプ ライムス タ ン
ダー ド市場 と,国 内基準 しか満たせ ない企業向けのゼネラルス タンダー ド市場がそれぞれ開設 さ
れたのである(E体 経済新聞,2002.12.22.)。 この市場 を二分化す る とい う考 え方は,ペ レンス教
授達が指摘 していた対処法 とも合致す るものである。 しか しなが ら先に触れた米国の上場政策や
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US-GAAPを 採用 し続ける欧州企業の個別事情,さ らには分割 された二市場 間の優劣 や未上場
企業の問題 まで含め,今 年か ら発足 した二分化 した市場が うまくい くか どうか未知数の部分が大
きい。 またその結果,会 計計算 あるいは会計報告に どの ような影響を与えるのか,今 後の ドイツ
の証券市場振興策 と併せて興味深いテーマ だと思われるのである。
注
(1)国 際 会 計 基 準 委 員 会(lnterna廿onalAccountingStandardsCommittee,以 下IASCと 記 す)は2001年
よ り国 際 会 計 基 準 審 議 会(lnterna廿onalAccountingStandardsBoard,以 下IASBと 記 す)に 組 織 変 更 して
い る。 こ れ に 伴 いIASBが 公 表 す る 会 計 基 準 もIASで は な く国 際 財 務 報 告 基 準(lnternationalFinancial
ReportingStandards,以 下IFRSと 記 す)と な っ た 。 た だ し当研 究 ノ ー トで は2001年 以前 の 会 計 事 項 との
関 連 性 に 鑑 み,IASBお よ びIFRSで は な くIASCお よびIASを 略 称 と して 統 一 的 に用 い る 。
(2)第2章 だ け は ドイ ツ の 会 計 用 語 解 説 の た め,ド イ ツ 語 に つ い て は 括 弧 を つ け ず,英 語 だ け括 弧 をつ け
て表 記 して い る。 そ れ 以 外 の章 で は ドイ ツ語 に も括 弧 をつ け て 表 記 して い る 。
(3)GoBは ドイ ツのGAAPで あ る と位 置 づ け た もの に,黒 田&ラ フ ィデ ィ ナ リヴ[1998]が あ げ られ る。
(4)例 え ば松 本[1990]244-6頁 を 参 照 。 な お,当 研 究 ノー トは大 阪 経 済 大 学 の 高 寺 貞 男 教 授 を 中 心 とす
る京 都 会 計 学 研 究 会 で も報 告 の 機 会 を得 た 。 そ の 際 高 寺 教 授 よ り決 算 書 表 と い っ た 訳 も よい の で は な い か
とい う示 唆 を 頂 戴 した。 また,当 研 究 ノ ー トで は 触 れ る余 裕 が な か っ た がSECの 動 向 につ い て も ご 教 授
頂 い た 。
(5)ド イ ツ で は会 計 とい う分 野 は 独 立 した学 問 分 野 とい う よ り,経 営 経 済 学 の 一 分 野 とい う位 置 づ け か ら
脱 して い な い の か も しれ ない 。 会 計 計 算 と は商 法 計 算 で あ り続 け,ま た 簿 記 計 算 は 総 合 大 学 で は な く専 門
単 科 大 学 の 領 域 と され て きた こ と も関 係 して い るの か も しれ な い。 さ ら に直 接 金 融 が 資 金 調 達 の 主 力 で は
なか っ た た め,投 資 家 に 対 す る 会 計 報 告 あ る い は 公 開 とい う面 が 注 目 され た の は 比 較 的 近 年 に な っ て か ら
と い う事 情 も 関係 して い る と思 わ れ る。
(6)こ の 学 会 の 邦 訳 名 に つ い て は神 奈 川 大 学 の奥 山 茂 教 授 よ りご教 授 頂 い た 。
(7)ペ レ ンス 教 授 に よ る と,DSRに 対 す る 他 の 批 判 と し て 以 下 の よ う な もの が あ る とい う。 例 え ば,DSR
はGoBを 形 成 で き ない,あ る い はDSR自 体 が 誤 っ て構 成 さ れ か つ 偏 っ た 関 心 に と らわ れ て い る,さ らに
はDSRは 噛 み 砕 く能 力 が な い(zahnlos)と い う批 判 ま で あ る ら しい 。
(8)こ の よ う な 論 者 に ヒ ュ ー一レ教 授(KarelvanHulle)が い る。 氏 は ル ー ル 大 学 経 済 学 部 主 催 の 経 済
フ ォ ー ラ ム(2002年1月30日)に お い て,「IAS/IFRSに 基 づ く ヨー ロ ッパ 財 務 報 告 の 調 和 化(Harmon-
isiemngdereuropaischenRechnungslegungaufdie】:AS/IFRS)」 とい う演 題 で 講 演 を 行 っ た。 そ こで は
US-GAAPへ の 収 敏 に危 惧 を表 明 し,IASを 基 本 に しなが ら も ヨ ー ロ ッパ 独 自 の 会 計 の必 要 性 が 説 か れ て
い た 。
(9)各 国 の 企 業 数 に つ い て は,http://www.iasc.org.uk/cmt/0001.asp?s=100019498&sc={F35FlB38
-65$9--11D5-BE5E-003048110251}&sd=973711615&1T3&n=3287か ら計 算 した もの で あ る。
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